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〔判例評釈〕
同時傷害の特例の法意と適用範囲
〔最高裁平成28年３月24日第三小法廷決定刑集70巻３号１頁〕
弁護士　清 水 俊 佑
〔事実の概要〕
　⑴　被告人Ａ及び被告人Ｂは，犯行現場となった本件ビルの４階にあるバーの従業員で
あり，本件当時も，同店内で接客等の仕事をしていた。被告人Ｃは，かねて同店に客とし
て来店していたことがあり，本件当日（以下，日時は，特に断らない限り，本件当日であ
る。），Ｂの誘いを受け，同店で客として飲食していた。
　被害者Xは，午前４時30分頃，女性２名とともに同店を訪れ，客として飲食していたが，
代金支払の際，クレジットカードでの決済が思うようにできず，午前６時50分頃までに，
一部の支払手続をしたが残額の決済ができなかった。Xは，いらだった様子になり，残額
の支払について話がつかないまま，同店の外に出た。
　⑵　Ａ及びＢは，Xの後を追って店外に出て，本件ビルの４階エレベーターホールでX
に追い付き，午前６時50分頃から午前７時10分頃までの間，相互に意思を通じた上で，こ
もごも，次のような暴行（以下「第１暴行」という。）を加えた。すなわち，Ａが，４階エレ
ベーターホールでXの背部を蹴って，３階へ至る途中にある階段踊り場付近に転落させ，
さらに，Xをエレベーターに乗せた際，その顔面をエレベーターの壁に打ち付け，４階エ
レベーターホールに引きずり出すなどし，Ｂが，同ホールにあったスタンド式灰皿に，X
の頭部を打ち付けるなどした。その上，Ａは，床に仰向けに倒れているXの顔面を拳や灰
皿の蓋で殴り，顔面あるいは頭部をつかんで床に打ち付けるなどし，Ｂも，Xを蹴り，馬乗
りになって殴るなどした。
　⑶　Ｃは，午前７時４分頃，４階エレベーターホールに現れ，同店の従業員の甲がＡ及
びＢを制止しようとしている様子を見ていたが，甲とＡがXのそばを離れた直後，床に倒
れているXの背部付近を１回踏み付け，Ｂに制止されて一旦同店内に戻った。その後，Ｃ
は，再度４階エレベーターホールに現れ，Ａ及びＢがXを蹴る様子を眺め，午前７時15分
頃，倒れている状態のXの背中を１回蹴る暴行を加えた。
　⑷　Ａは，Xから運転免許証を取上げて，同店内にXを連れ戻し，飲食代金を支払う旨
の示談書に氏名を自書させ，運転免許証のコピーを取るなどした。その後，Ａ及びＢは，
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同店内で仕事を続け，Ｃも同店内でそのまま飲食等を続けた。
　⑸　Xは，しばらく同店内の出入口付近の床に座り込んでいたが，午前７時49分頃，突
然，走って店外へ出て行った。甲は，直ちにXを追いかけ，本件ビルの４階から３階に至
る階段の途中で，Xに追い付き，取り押さえた。
　一方，Ｃは，午前７時50分頃，電話をするために本件ビルの４階エレベーターホールに
行った際，甲がXの逃走を阻止しようとしているのを知り，甲がXを取り押さえている現
場に行った。Ｃは，その後の午前７時54分頃までにかけて，次のような暴行（以下「第２
暴行」という。）を加えた。すなわち，Ｃは，階段の両側にある手すりを持って，自身の身
体を持ち上げ，寝ている体勢のXの顔面，頭部，胸部付近を踏み付けた上，Xの両脚を持ち，
３階までXを引きずり下ろし，サッカーボールを蹴るようにXの頭部や腹部等を数回蹴り，
いびきをかき始めたXの顔面を蹴り上げるなどした。
　⑹　午前７時54分頃，通報を受けた警察官が臨場した時には，Xは，大きないびきをか
き，まぶたや瞳孔に動きがなく，呼びかけても返答がない状態で倒れていた。Xは，午前
８時44分頃，病院に救急搬送され，開頭手術を施行されたが，翌日午前３時54分頃，急性
硬膜下血腫に基づく急性脳腫脹のため死亡した。
　第１暴行と第２暴行は，そのいずれもがXの急性硬膜下血腫の傷害を発生させることが
可能なものであるが，Xの急性硬膜下血腫の傷害が第１暴行と第２暴行のいずれによって
生じたのかは不明である。
　第１審は，第１暴行が終了した段階では，急性硬膜下血腫の傷害が発生しておらず，も
っぱら第２暴行によって同傷害を発生させた可能性はもとより存するが，仮に，第１暴行
で既に同傷害が発生していたとしても，第２暴行は，同傷害を更に悪化させたと推認でき
るから，第２暴行は，いずれにしても，Xの死亡との間に因果関係が認められることとな
ると認定した。その上で死亡させた結果について，責任を負うべき者がいなくなる不都合
を回避するための特例である同時傷害致死罪の規定（刑法207条）を適用する前提が欠け
ることになるとして，Ａ及びＢは，共謀の上，Xに対し，第１暴行を加えて傷害を負わせた
ものとして傷害罪が成立し，Ｃには，傷害致死罪が成立することとなるとした。
　これに対して，控訴審は，第１暴行と第２暴行のいずれかによって（あるいは，その双方
によって）Xの急性硬膜下血腫が発生したことは認められるが，そのいずれによって同傷害
が発生したかは不明であり，他方，同傷害とXの死亡との間に因果関係があることは明らか
である。被告人３名が急性硬膜下血腫の傷害の発生について共犯としての刑責を負うとい
う前提で考える以上，この場合，被告人３名が共犯としての刑責を負うべき急性硬膜下血腫
を原因として生じたXの死亡についてもまた，被告人３名は共犯としての刑責を負うこと
になると解すべきとして，刑法207条の適用を否定した原判決を破棄し，差し戻した。これ
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に対して被告人３名が上告をした。最高裁は，いずれも単なる法令違反，事実誤認の主張
であった上告理由に当たらないとして上告を棄却した上で，職権で以下のように判断した。
〔決定要旨〕
　「同時傷害の特例を定めた刑法207条は，二人以上が暴行を加えた事案においては，生じ
た傷害の原因となった暴行を特定することが困難な場合が多いことなどに鑑み，共犯関係
が立証されない場合であっても，例外的に共犯の例によることとしている。同条の適用の
前提として，検察官は，各暴行が当該傷害を生じさせ得る危険性を有するものであること
及び各暴行が外形的には共同実行に等しいと評価できるような状況において行われたこ
と，すなわち，同一の機会に行われたものであることの証明を要するというべきであり，
その証明がされた場合，各行為者は，自己の関与した暴行がその傷害を生じさせていない
ことを立証しない限り，傷害についての責任を免れないというべきである。
　そして，共犯関係にない二人以上による暴行によって傷害が生じ更に同傷害から死亡の
結果が発生したという傷害致死の事案において，刑法207条適用の前提となる前記の事実
関係が証明された場合には，各行為者は，同条により，自己の関与した暴行が死因となっ
た傷害を生じさせていないことを立証しない限り，当該傷害について責任を負い，更に同
傷害を原因として発生した死亡の結果についても責任を負うというべきである（最高裁昭
和26年（れ）第797号同年９月20日第一小法廷判決・刑集５巻10号1937頁参照）。このよう
な事実関係が証明された場合においては，本件のようにいずれかの暴行と死亡との間の因
果関係が肯定されるときであっても，別異に解すべき理由はなく，同条の適用は妨げられ
ないというべきである。」
〔評釈〕1）
1．本決定の意義
　本決定は，最高裁が同時傷害の特例の法意をはじめて判示し ，その適用の前提と
1） 本決定に対する評釈として，大谷實・判時2332号３頁（平成29年），金子博・近法第64巻第２
号69頁（平成29年），小林憲太郎・判評699号23頁（平成29年），高橋則夫・平成28年度重判解172
頁（平成29年），豊田兼彦・法セ737号123頁（平成28年），日髙義博・判時2332号７頁（平成29年），
玄守道・速判解207頁（平成28年），細谷泰暢・曹時70巻４号264頁（平成30年），前田雅英・捜研
789号50頁（平成28年），松尾誠紀・刑ジャ49号185頁（平成28年），松下裕子・研修816号13頁（平
成28年），水落伸介・新報123巻 3＝4号213頁（平成28年），安田拓人・法教430号150頁（平成28年），
吉川崇・警論第69巻第９号174頁（平成28年）などがある。控訴審に対する評釈としては，松宮
孝明・法セ731号115頁（平成27年），内田浩・セレクト2015Ⅰ31頁（平成28年），豊田兼彦・平成
27年重判解153頁（平成28年），鷦鷯昌二・研修807号３頁（平成27年）などがある。
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して検察官が立証すべき事項を明らかにした点，従来から適用の認められていた傷
害致死の事例における法律構成を示した点に意義がある。
　同時傷害の特例（刑法207条）は，「自己の関与した暴行がその傷害を生じさせてい
ないことを立証しない限り，傷害についての責任を免れない」として各暴行と傷害
との因果関係についての立証責任を転換し，「例外的に共犯の例による」として共同
正犯の成立を法律上擬制した規定であるとしている。
　そして，この規定を適用する前提として，各暴行が当該傷害結果を発生させる可
能性があること，及び各暴行が同一の機会に行われたものであることを検察官が証
明する必要があるとした。これまでも，裁判例 2） では規定上明示されていない「同
一の機会」が要件とされてきたが，本決定は，「同一の機会」を要件として明示しそ
の内容を「各暴行が外形的には共同実行に等しいと評価できるような状況」として
いる。
　本決定の引用する昭和26年判決は，傷害致死の事案に対しても，同時傷害の特例
が適用されることを判示したリーディングケースである。しかし，その理由につい
ては明らかではなかった 3） 。本決定は，「死因となった傷害を生じさせていないこと
を立証しない限り，当該傷害について責任を負い，更に同傷害を原因として発生し
た死亡の結果についても責任を負う」として，暴行と傷害との因果関係を問題とし
て，その因果関係が否定されない限り，当該傷害から発生した死亡の結果について
も責任を負うとしている。そして，「いずれかの暴行と死亡との間の因果関係が肯
定されるときであっても」同時傷害の特例が適用されるとしている。
2．本件における問題点
　同時傷害の特例（207条）は，「２人以上で暴行を加えて人を傷害した場合において，
それぞれの暴行による傷害の軽重を知ることができず，又はその傷害を生じさせた
者を知ることができないときは，共同して実行した者でなくても，共犯の例によ
2） 同一の機会に関する裁判例については，細谷・注1）286頁以下を参照。
3） 最判昭和26年９月20日刑集５巻10号1937頁は，「本件傷害致死の事実について被告人外二名の
共同正犯を認定せず却つて二人以上の者が暴行を加え人を傷害ししかもその傷害を生ぜしめた
者を知ることできない旨判示していること原判文上明らかなところであるから，刑法二〇七条
を適用したからといつて，原判決には所論の擬律錯誤の違法は存しない。」としている。
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る。」と定めている。
　共同正犯の関係にない（意思の連絡のない）複数人で暴行を加えて傷害を負わせ，
各暴行と傷害との因果関係が不明の場合には，「共犯の例による」としているのであ
る。共同正犯であれば，意思の連絡のある者全体として因果関係が判断されること
から，本条は，共同正犯関係にないことが前提となる。意思の連絡がない場合には，
原則として各暴行と傷害との因果関係は個々に判断されることから，因果関係が不
明な場合には，いずれの行為者も傷害に対する罪責を負わないことになる。その例
外を定めたのが同時傷害の特例である。そのような例外規定を適用するためには，
検察官はどのような事項を立証する必要があるのか，また，その効果としての「共
犯の例による」とはどのような意義があるのかが問題となる。
　同時傷害の特例を適用するために検察官が立証すべき事項及び同時傷害の特例を
適用して傷害致死罪にまで罪責を及ぼすことができるのかを決めるためには，まず
「共犯の例による」の意義について検討すべきである。同時傷害の特例が共同正犯
の成立を法律上擬制するものであるとすると，「外形的には共同実行に等しいと評
価できるような状況」を検察官が証明すべきとすることも，傷害致死罪にまで罪責
を及ぼすことも，そのような理解から導くことが可能となる。一方，共同正犯の成
立を法律上擬制するものとは理解しないのであれば，検察官が立証すべき事項，及
び傷害致死罪に罪責を及ぼすことができるかについて異なる考慮が必要となる。
　以下では，まず同時傷害の特例の「共犯の例による」の意義について検討し，それ
を踏まえて傷害致死罪にも適用されるのかを検討する。そこから導かれる適用要件
について明らかにした上で，最後に本決定に対する結論を示すことにする。
3．「共犯の例による」（207条）の意義
　⑴　第１審の判断
　第１審は，「第１暴行と第２暴行は，それぞれ単独で，又は両暴行が相まって，本
件死因である急性硬膜下血腫を発生させる可能性がある」としながら，第２暴行の
激しさからXの死亡に全く影響を与えなかったとは考え難いとして，第２暴行とX
の死亡との間に因果関係を認めている。その結果として，同時傷害の特例を「適用
する前提が欠けることになる」としている。これは，暴行と最終的な結果である死
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亡との間の因果関係を問題として，同時傷害の特例の適用を否定している。「暴行」
を「死亡」と読み替え，同時傷害の特例を死亡に対して直接的に適用できるかを問
題にしている。これは，「共犯の例による」の示すところを共同正犯の成立を法律上
擬制したものとは考えていないものと思われる。
　⑵　原審及び最高裁の判断
　原審は，死因となった傷害について，第１暴行，第２暴行に刑法207条が適用され，
共犯として刑責を負う以上，その傷害を原因とする死亡についても，傷害致死罪の
共犯として処断されるとする。
　最高裁も「自己の関与した暴行が死因となった傷害を生じさせていないことを立
証しない限り，当該傷害について責任を負い，更に同傷害を原因として発生した死
亡の結果についても責任を負う」として，暴行と傷害との間の因果関係を問題とし
ている。そして，いずれかの暴行と死亡との間の因果関係が肯定されてもその判断
は変わらないとしている。
　これは，「共犯の例による」ことを共同正犯の成立が擬制されると解しているもの
と思われる。同時傷害の特例により死因となった傷害に対して共同正犯が擬制され，
その傷害によって発生した死亡についても結果的加重犯の共同正犯として責任を負
うとの構成がされているといえる。
　⑶　共同正犯における因果関係の確定方法による見解
　同時傷害の特例は，「責任を負うべき者がいなくなる不都合を回避するため」（第
１審），または「生じた傷害の原因となった暴行を特定することが困難な場合が多い
ことに鑑み」（最高裁）因果関係の立証が困難な場合の規定である。そのような不都合
を救済する政策的規定であるとの理解は，第１審も原審及び最高裁も共有している。
　不都合の解消方法として，最高裁が共同正犯の成立を法律上擬制したのに対して，
第１審はそのようには理解せずに暴行と死亡との因果関係を直接問題としている。
　共犯でない限り，因果関係の判断は，個々の行為と結果との間で行われるのが原
則である。同時傷害の特例は，責任主義を修正し，因果関係の立証困難を解消する
ことが目的の例外的規定である。そのような目的を実現するためには，共同正犯に
おける因果関係の確定方法を用いることで十分であり，それを超えて，共同正犯の
成立を擬制するものと解すべきではない。共犯の心理的基礎である意思の連絡がな
－ 25 －
い以上，共犯とは異なるものとして扱うべきであって共犯理論との整合性 4） は問題
とならないといえる。「共犯の例による」とは，検察官が同時傷害の特例の適用要件
を立証することによって，共同正犯の場合における因果関係の確定方法に従って，
各暴行と傷害との間の因果関係が推定され，被告人に挙証責任が転換することを示
していると解すべきである。
4．傷害致死罪への適用について
　本決定は，従来の判例を踏襲し，傷害致死罪についても，同時傷害の特例の適用
を認めている。その理由は，同時傷害の特例の効果として共同正犯の成立を擬制す
ることによる。しかし，同時傷害の特例は，因果関係の立証の困難を解消するため
に共同正犯のおける因果関係の確定方法によることを認めたにすぎない。そして，
文言上，「暴行を加えて人を傷害した」とされている以上，共犯理論の適用がないと
の理解を前提にすると「傷害」を超えて「死亡」について罪責を負わせることはでき
ない 5） 。
5．同時傷害の特例の要件
　⑴　最高裁の判示した２要件
　本決定は，同時傷害の特例を適用するために検察官が立証 6） すべき事項として，
〔Ⅰ〕各暴行が当該傷害を生じさせ得る危険性を有するものであること，〔Ⅱ〕各暴行が
外形的には共同実行に等しいと評価できるような状況にあること（同一の機会）が必
要であるとしている。当該結果を発生させる可能性のある行為でなければ，因果関
4） 共犯理論との整合性を考慮する場合には，実体法上の整合性だけでなく，訴訟法上，告訴の効
力（刑訴法238条１項），時効の停止（刑訴法254条２項）などの適用があるのかなども問題とな
る。なお，共同正犯を共犯として理解することについては，日髙義博『刑法総論』（平成27年）
476頁以下参照。
5） 「死亡は生理的機能障害の極到として『傷害』の一種である」と考えれば傷害致死罪への適用
も肯定できるとする見解（松宮孝明『刑法各論講義〔第５版〕』（2018年）44頁）もある。そのよ
うに理解しても死亡した事実について「傷害」の罪責が問えることになるだけであり，傷害致死
罪の罪責が問えることにはならないと思われる。
6） 本決定は，「立証」と「証明」という文言を検察官，被告人側いずれに対しても使用しているこ
とから，証明度によってそれらを使い分けていないと思われる。
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係が明らかでないとはいえないため，〔Ⅰ〕の要件は検察官において立証が必要とさ
れている。特に傷害致死罪の罪責を負わせる本決定の立場からは，死の結果または
死因となった傷害を生じさせる危険性が必要とされることになる。
　本決定を共同正犯の成立を法律上擬制した規定と理解することから，同時傷害の
特例を適用する場合にも共同実行類似の外形が必要であるとして，〔Ⅱ〕の要件も基
礎づけられる。
　同時傷害の特例を共同正犯における因果関係の確定方法によることを認めた規定
と解する立場を前提に検察官が立証すべき事項についてどのように理解すべきか検
討する。
　⑵　各暴行が当該傷害を生じさせ得る危険性を有するものであること
　条文上，「それぞれの暴行により傷害の軽重を知ることができない」，または「そ
の傷害を生じさせた者を知ることができない」ことが必要とされている。当該傷害
を生じさせ得る危険性がなければ，そのようにいうことはできないが，危険性を有
することのみによって当該傷害に対する責任を負うわけではない。各暴行を一括し
たものと当該傷害結果との因果関係が必要である。因果関係の挙証責任が転換され
るとはいっても，同時傷害の特例が適用される一括した暴行内部の因果関係につい
て挙証責任が転換されるのであり，その外側の事情との間の因果関係については，
原則どおり検察官が立証すべきものといえる。
　したがって，「それぞれの暴行により傷害の軽重を知ることができない」，または
「その傷害を生じさせた者を知ることができない」という要件を基礎づける事実を
検察官は立証する必要がある7） 。
　⑶　外形的に共同正犯類似の現象があること（同一の機会）
　共同正犯における因果関係の確定方法によることを認めた規定と理解する立場か
らは，共同正犯を根拠に共同実行との類似性は求められないことになる。同時傷害
の特例は，意思の連絡がない場合における傷害の同時犯に関する規定である。同時
7） 本決定の調査官解説，細谷・注 1）273頁においては，「条文上は①２人以上の者で暴行を加え
て傷害を負わせたこと，②各自の暴行による傷害の軽重を知ることができないか，傷害を生じ
させた者を知ることができないこと，③共謀が積極的に立証されないことが要件となる」とし
た上で，「学説上は，以下の点も要件と解されている」として，本決定における検察官が立証す
べき事項としている２要件を検討している。
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犯といえるためには，物理的に「同時」に行われたことは必要ではないが，少なくと
も同一の機会といえることが必要となる 8） 。そのような意味での同一の機会は，時
間的・場所的近接性が重要な要素となる。同時犯は，複数の単独犯が並行的に存在
するだけであるから，動機や経緯の共通性，他の暴行の予期・認識などは重要な要
素とはならないと解すべきである9） 。
　⑷　意思の連絡の不存在
　同時傷害の特例は，共同正犯の成立を擬制するものではなく，因果関係の確定方
法以外の点では共犯理論の適用はない。共犯理論により事案の解決を行う共同正犯
と共犯理論によらない同時傷害の特例は区別されなければならない。条文上も「共
同して実行した者でなくても」として共同正犯との区別が明示にされている。つま
り，同時傷害の特例を適用するためには，共犯理論によらないことを示す必要があ
り，意思の連絡の不存在を基礎づける事実についても検察官が立証する必要がある。
6．結　論
　⑴　本決定について
　上記のとおり，本決定の示した同時傷害の特例の法意及び検察官が立証すべき事
項いずれにも疑問がある。同時傷害の特例の法意については，共同正犯における因
果関係の確定方法に従い，各暴行と傷害との因果関係についての挙証責任を転換し
た規定と理解すべきである。また，同時傷害の特例適用のため検察官は，①「それ
ぞれの暴行により傷害の軽重を知ることができない」，または「その傷害を生じさせ
た者を知ることができない」という要件を基礎づける事実，②各暴行が同一の機会
に行われたものであること，③意思の連絡の不存在を基礎づける事実を立証する必
要がある。
　⑵　各行為者の罪責について
　本件は，第１暴行と第２暴行のいずれかによってXの急性硬膜下血腫が発生した
8） 同時犯については，植松正『再訂刑法概説Ⅰ・総論』（昭和49年）353頁，『再訂刑法概説Ⅱ・各論』
（昭和50年）258頁参照。
9） 裁判例においては，動機・経緯の共通性，相互の暴行の予期・認識などが考慮されている（細
谷・注 1）275頁以下参照）ことは，共同正犯の成立を法律上擬制するとの見解と整合的である。
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ことは認められるが，そのいずれによって同傷害が発生したかは不明であり，その
傷害が死因となり，Xが死亡した事例である。控訴審は，「同一の機会」を否定した
点について第一審には事実誤認があるとして差し戻している10）が，控訴審の認めた
事実をもとにするならば，A，B，Cの罪責は以下の通りとなる。
　第１暴行を行ったA，Bは傷害罪（204条）の共同正犯（60条）となり，第２暴行との
関係では同時傷害の特例（207条）が適用され，第２暴行を行ったCは，傷害罪（204
条）が成立し，第１暴行との関係で同時傷害の特例（207条）が適用され，いずれも急
性硬膜下血腫の傷害についての責任を負う。
10） 差戻後第１審（名古屋地判平成28年11月25日LEX/DB25544750）は，以下のように判断した。
「第１暴行と第２暴行とは時間的場所的に近接して敢行されたばかりか，代金確保，謝罪要求，
制裁等の目的なり（第１暴行），かかる店側と客とのトラブルにつき店側に立つ目的なり（中間
の暴行），更に加えて逃走を止める目的なり（第２暴行）といった同種同質ないし共通性のある
目的のもと，ＥはＡ，Ｂなり（第１暴行），被告人なり（中間の暴行及び第２暴行）に行動を支配さ
れた状況，これを換言すれば，重大ないし悪質な暴行が繰り返されやすい危険な状況に置かれ
続けたものであることを総合考慮すると，第１暴行から第２暴行までを通じて，社会通念上同
一の機会に行われた一連の行為であって，外形的に共同実行に等しいと評価することができる
から，第１暴行と第２暴行との間には機会の同一性があると認められる。」
